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(百万円未満四捨五入)
１．平成28年２月期の連結業績（平成27年３月１日～平成28年２月29日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上収益 営業利益 税引前利益 当期利益
親会社の所有者に

帰属する当期利益
当期包括利益

合計額
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年２月期 102,540 △8.5 8,884 △52.8 7,875 △51.9 5,031 △49.0 5,031 △49.0 5,026 △49.1

27年２月期 112,071 4.2 18,833 13.5 16,387 26.5 9,875 23.1 9,875 23.1 9,877 23.0

基本的１株当たり

当期利益

希薄化後

１株当たり当期利益

親会社所有者帰属持分

当期利益率
資産合計

税引前利益率
売上収益
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

28年２月期 71.00 70.76 15.6 5.8 8.7

27年２月期 359.93 － 25.5 12.4 16.8
(参考) 持分法による投資損益 28年２月期 －百万円 27年２月期 －百万円
　

（注）当社は平成27年９月10日付で普通株式７株を１株にする株式併合を実施しております。
　

（２）連結財政状態

資産合計 資本合計
親会社の所有者に
帰属する持分

親会社所有者
帰属持分比率

１株当たり親会社
所有者帰属持分

百万円 百万円 百万円 ％ 円 銭

28年２月期 137,847 37,677 37,677 27.3 515.34

27年２月期 134,902 26,924 26,924 20.0 384.63
（注）当社は平成27年９月10日付で普通株式７株を１株にする株式併合を実施しております。

　

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

28年２月期 △4,260 △2,633 3,936 7,334

27年２月期 19,730 △1,858 △15,265 10,291
　　　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

親会社所有者

帰属持分配当率

(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

27年２月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － －

28年２月期 － 0.00 － 18.00 18.00 1,316 25.4 4.0

29年２月期(予想) － 18.00 － 18.00 36.00 49.5
　　

３．平成29年２月期の連結業績予想（平成28年３月１日～平成29年２月28日）
(％表示は対前期増減率)

売上収益 営業利益 税引前利益 当期利益
親会社の所有者に

帰属する当期利益

基本的１株当たり

当期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 104,680 2.1 9,170 3.2 8,200 4.1 5,320 5.7 5,320 5.7 72.77
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※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

　 新規 －社 (社名)－、 除外 －社 (社名)－
　　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更

① ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無
　　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 28年２月期 73,111,846株 27年２月期 70,000,000株

② 期末自己株式数 28年２月期 －株 27年２月期 －株

③ 期中平均株式数 28年２月期 70,864,767株 27年２月期 27,436,525株
　

（注）当社は平成27年９月10日付で普通株式７株を１株にする株式併合を実施しております。「(3)発行済株式数（普通株式）」は、前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行なわれたと仮定して算定しております。

　

(参考) 個別業績の概要
１．平成28年２月期の個別業績（平成27年３月１日～平成28年２月29日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年２月期 17,300 － 11,156 － 10,004 － 5,251 －

27年２月期 － － △174 － △174 － △175 －
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

28年２月期 74.10 73.83

27年２月期 △4.4 －
　

（注）当社は平成26年６月20日に設立されたため、27年２月期の会計期間は９ヶ月となっております。
　

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

28年２月期 163,793 58,733 35.8 803.34

27年２月期 48,828 48,825 99.9 697.51
(参考) 自己資本 28年２月期 58,675百万円 27年２月期 48,825百万円
　

（注）個別業績における財務数値については、日本基準に基づいております。

　　

※監査手続の実施状況に関する表示
　

　 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財

務諸表の監査手続は終了しておりません。

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基

づいており、その実現を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があ

ります。なお、業績予想に関する事項については、添付資料３ページをご参照ください。
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

・当期の経営成績

当連結会計年度における国内景気は、良好な企業収益や雇用環境の改善等を背景に緩やかな回復傾向が続いてお

ります。また、内閣府が２月末に発表した月例経済報告にありますように、個人消費も総じて底堅い動きとなって

おり、所得環境の持ち直しへの期待感も見られます。一方で、中国や資源国をはじめとする海外経済の先行きの不

透明感等、今後の国内景気を下押しするリスクも懸念されます。

　当社グループが属する情報サービス業界は、景気回復を背景とした企業のＩＴ投資意欲の回復や、大企業を中心

に間接業務の最適化の動きが活性化する等堅調に推移している一方、失業率の低下、有効求人倍率の上昇に伴い、

当社グループの主力事業であるＣＲＭ（Customer Relationship Management）事業の人員採用においても賃金の緩

やかな上昇傾向が続いております。

　このような状況下、当社グループは、主力事業であるＣＲＭ事業において、サービス品質の改善、業務効率化等

による収益性向上と、既存顧客からの受託業務の増加等による売上規模の拡大の相乗効果により、売上総利益の拡

大に注力いたしました。また、成果報酬型提案による多国籍企業顧客（ＭＮＣ：Multi National Client）向け案件

の拡大や、当連結会計年度から本格的に導入されたマイナンバー制度に関する問い合わせ業務の受託拡大等にも重

点的に取り組みました。

　加えて、2014年10月の伊藤忠商事株式会社（以下、「伊藤忠商事㈱」と言う。）による資本参加を契機に、伊藤忠

商事グループの多様な企業ネットワークを活用した新たな事業機会の獲得や、最新のＩＴ技術を活用したオペレー

ションの効率向上等を通じ、顧客との接点拡大や消費者とのコミュニケーションにおける付加価値向上を追求する

体制を強化いたしました。具体的には、ＣＲＭ・コンタクトセンタービジネスを中心としたＢＰＯ（Business

Process Outsourcing）分野において、新規サービスの企画・開発、共同営業による既存顧客の深耕と新規顧客の開

拓を目指し、伊藤忠商事㈱と伊藤忠テクノソリューションズ株式会社（以下、「伊藤忠テクノソリューションズ㈱」

と言う。）、及び当社の３社で業務提携契約を締結し、推進体制の強化を図りました。また、当社開発のクラウド型

コンタクトセンタープラットフォームである「BellCloudⓇ」に、音声認識・テキストマイニング機能を搭載した

「Bell Cloud VOC」の提供を2016年１月より開始し、クライアントが大規模投資する事無く、低コスト且つ簡便に

「消費者ニーズ」をマーケティングデータとして活用する機会を創出いたしました。

各セグメントの業績は以下の通りであります。

（ＣＲＭ事業）

ＣＲＭ事業においては、受託業務を主に「継続業務」「スポット業務」に区分けしており、「継続業務」とは、

当社グループが継続的にクライアント企業に対しサービスを提供する業務であり、「スポット業務」とは、時限

的に発生するイベントへの対応業務であります。「継続業務」は、さらに《既存業務》、《既存（旧ＢＢコー

ル）業務》、《新規業務等》に区分けしております。

《既存業務》と《新規業務等》においては、前連結会計年度より継続的に取り組んでいる品質改善活動の浸

透等による既存顧客の継続案件の拡大や、ＭＮＣ向け案件の拡大等により増収増益となりました。しかしなが

ら、《既存（旧ＢＢコール）業務》において、当社子会社であったＢＢコール株式会社（以下、「旧ＢＢコー

ル」と言う。なお、旧ＢＢコールは、2015年９月１日付で当社連結子会社である株式会社ベルシステム２４に

より吸収合併されました。）がクライアント企業との間で締結していた大口契約における受注単価や受注時間の

減少等の影響が大きく、ＣＲＭ事業の売上収益は950億28百万円（前連結会計年度比8.8％減）、税引前利益は74

億円（前連結会計年度比53.2％減）となりました。

（その他）

ＣＲＯ（Contract Research Organization：医薬品開発受託機関）事業及びＳＭＯ（Site Management

Organization：治験施設支援機関）事業においては、社内体制の見直しや業務プロセス改善活動の全社展開継

続等を通じ、業務の生産性向上に努めてまいりましたが、医薬品業界の厳しい経営環境による売上減の影響が

大きく、その他のセグメントの売上収益は75億12百万円（前連結会計年度比5.3％減）、税引前利益は４億75百

万円（前連結会計年度比18.6％減）となりました。

以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上収益は1,025億40百万円（前連結会計年度比8.5％減）、税引前利益は

78億75百万円（前連結会計年度比51.9％減）、当期利益は50億31百万円（前連結会計年度比49.0％減）となりまし

た。

決算短信 （宝印刷）  2016年04月12日 09時47分 4ページ （Tess 1.40(64) 20150116_01）



株式会社ベルシステム24ホールディングス(6183) 平成28年２月期 決算短信

3

・次期の見通し

2017年２月期見通しについては、市場環境全般は、良好な企業収益に裏付けられたＩＴ投資意欲や大企業を中心

とする間接業務最適化拡大等を背景に、安定的な成長が期待されます。一方で、当社グループ固有の事象として、

《既存（旧ＢＢコール）業務》において、前連結会計年度同様、クライアント企業との間での業務受注量や、受注

単価等の取引条件の再変更による影響や、2016年10月開始の短時間労働者向け社会保険適用範囲の拡大等によるオ

ペレーションコスト増大等の減収減益要因が懸念されます。

かかる状況に対応すべく、当社グループは、主要ビジネスであるＣＲＭ事業を中心に、サービス品質改善や、業

務効率化等による収益性向上と、既存顧客からの受託業務増加等による売上規模拡大との相乗効果による収益基盤

拡充策を強力に展開してまいります。

また、伊藤忠商事グループの多様な企業ネットワークを活用した新規クライアント獲得強化や、多国籍クライア

ント（ＭＮＣ）向け取引拡大、クラウド型コンタクトセンタープラットフォーム「BellCloudⓇ」等技術ソリューシ

ョンの拡販強化等、前連結会計年度以来重点的に取り組んでいる施策の収益貢献化に向けた取り組みも強化してま

いります。加えて、当社グループのオペレーション力と伊藤忠商事㈱の事業ノウハウを融合した新規事業として、

東南アジアをはじめとする海外展開への布石についても、積極的に検討してまいります。

一方で、上記の成長施策実現に最も強く寄与するのが「当社グループの人材力」である事は言うまでもなく、か

かる人材力強化に向けた取り組みも、積極的に強化してまいります。

上記の取り組みを踏まえ、2017年２月期の連結売上収益は、1,046億80百万円、営業利益は91億70百万円、税引前

利益は82億円、親会社の所有者に帰属する当期利益は53億20百万円を見込んでおります。

（２）財政状態に関する分析

① 資産、負債及び資本の状況

流動資産は、主に現金及び現金同等物が29億57百万円減少し、営業債権が33億12百万円、未収還付法人所得税が28

億45百万円それぞれ増加したため前連結会計年度末より31億77百万円増加し、273億52百万円となりました。

非流動資産は、有形固定資産が２億58百万円及びその他の長期金融資産が４億９百万円それぞれ増加し、無形資産

が２億31百万円及び繰延税金資産が６億46百万円それぞれ減少したため前連結会計年度末より２億32百万円減少し、

1,104億95百万円となりました。

これらにより、総資産は前連結会計年度末より29億45百万円増加し、1,378億47百万円となりました。

流動負債は、借入金が28億31百万円増加し、未払法人所得税が44億18百万円、その他の流動負債が17億21百万円そ

れぞれ減少したため前連結会計年度末より40億95百万円減少し、266億23百万円となりました。

　非流動負債は、長期借入金が31億24百万円、長期未払従業員給付が８億55百万円それぞれ減少したため前連結会計

年度末より37億13百万円減少し、735億47百万円となりました。

これらにより、負債合計は前連結会計年度末より78億８百万円減少し、1,001億70百万円となりました。

資本は、前連結会計年度末より107億53百万円増加し、376億77百万円となりました。これは主に公募増資を行った

ことにより資本金が22億94百万円、資本剰余金が22億73百万円増加したこと、所有者による拠出により資本剰余金が

８億29百万円増加したこと、及び当期利益により利益剰余金が50億31百万円増加したことによるものであります。
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② キャッシュ・フローの状況の分析

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、42億60百万円となりました(前連結会計年度は197億30百万円の収入)。これは主

に、税引前利益78億75百万円、減価償却費及び償却費19億６百万円を計上したことに対して、営業債権の増加による

支出33億12百万円、未払消費税の減少による支出38億95百万円及び法人所得税の支払額が67億61百万円それぞれ生じ

たことによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は26億33百万円となりました(前連結会計年度比７億75百万円増加)。これは主に、有

形固定資産の取得による支出16億57百万円、無形資産の取得による支出５億39百万円等によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は39億36百万円となりました(前連結会計年度は152億65百万円の支出)。これは、短期

借入金の増加による収入が40億円、新株発行による収入45億61百万円がそれぞれ生じたこと及び長期借入金の返済に

よる支出が38億13百万円生じたこと等によるものであります。

　

これらの結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、73億34百万円(前連結会計年度末比29億57百万円減

少)となりました。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

2013年２月期 2014年２月期 2015年２月期 2016年２月期

親会社所有者帰属持分比率（％） 32.7 38.9 20.0 27.3

時価ベースの親会社所有者帰属持分比率（％） － － － 52.9

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 5.8 4.9 4.1 －

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 4.0 5.0 15.5 －

（注）親会社所有者帰属持分比率：親会社所有者帰属持分／総資産

時価ベースの親会社所有者帰属持分比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

※２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。

※３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

ております。有利子負債は、連結財政状態計算書に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての

負債を対象としております。

※４．2016年２月期の営業キャッシュ・フローがマイナスのため、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びイ

ンタレスト・カバレッジ・レシオは「－」としております。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社グループ事業活動により創出された利益については、内部留保とのバランスを考慮しつつ、成長加速のための

設備、拠点、人材等への投資に充当するとともに、株主の皆様へも利益に応じ積極的に配当を行ってまいります。

　配当については、安定的に現状規模の配当を継続実施する事を最優先にしつつ、今後は業容の拡大に応じ、着実に

増配を目指す所存です。

当期の配当は、通期18円（期末）とさせて頂く予定です。当社の剰余金の配当は、中間配当と期末配当の年２回を

基本としておりますので、今回の配当は、2016年２月期下半期業績に基づく期末配当分となります。なお、期末配当

は、2016年５月30日開催の株主総会において決議される予定です。

次期の配当については、実質的に当期と同水準となる１株あたり通期36円（中間18円、期末18円）とすることを計

画しております。

（４）事業等のリスク

当社グループの財政状態及び経営成績等に影響を及ぼす可能性のあるリスクのうち、投資家の投資判断に重要な影

響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなものがあります。また、必ずしも、そのようなリスク要因に該当しな

い事項についても、投資家の投資判断上、重要であると考えられる事項については、投資家に対する積極的な情報開

示の観点から以下に開示しております。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり、将

来において発生の可能性があるすべてのリスクを網羅するものではありません。

① 業務提携等について

当社子会社であったＢＢコール株式会社（2015年９月１日付で当社連結子会社である株式会社ベルシステム２４

が吸収合併）が、ソフトバンクＢＢ株式会社・ソフトバンクテレコム株式会社・ソフトバンクモバイル株式会社・

ワイモバイル株式会社（現ソフトバンク株式会社）と、2015年に新たに締結した業務委託基本契約及び個別契約に

おいて、受注単価等の取引条件が変更となったことに伴い、2016年２月期の当社グループの業績に影響が生じまし

た。

　加えて、今期以降も、業務受注量や、受注単価等の取引条件の再変更等によって、当社グループの業績が影響を

受ける可能性がある他、契約締結先企業の業績・状況によっては、当社グループの業務受注量が減少し、当社グル

ープの業績に影響を及ぼす可能性があります。

② 事業環境等について

当社グループが属する情報サービス業界のうち、コンタクトセンターサービスの国内市場規模は2009年の5,783億

円から2015年の7,300億円台へと堅調に拡大しておりますが（出所：株式会社 ミック経済研究所「ＣＲＭ/フルフィ

ル/ビジネスプロセスアウトソーシング市場の状況と展望2015年版」）、この背景としては昨今の経済状況によるクラ

イアント企業のコスト削減を目的としたアウトソーシング化の流れがあります。一方で、景気の後退期等において

は、クライアント企業での費用削減の傾向が強まり、これまで以上にクライアント企業からのコスト圧縮の要求が

高まった場合や、クライアント社内の余剰人材の活用による内製化への転換等が行われた場合には、当社グループ

の事業活動に影響を及ぼす可能性があります。
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③ 取引先の業況

当社グループのＣＲＭ事業においては、多様な業界・クライアントと取引することで、特定の業界や特定のクラ

イアントの業況に大きく影響受けない、リスクを分散した安定的な運営を行っております。また、当社グループの

クライアントは上場企業等大企業が多く、かつ１年毎の更新となる長期契約が多いことから、短期的に売上高の大

きな変動はないものと考えております。しかしながら、取引先企業の業績が悪化した場合には、アウトソーシング

費用低減を目的として、急激な業務量の変更が行われる懸念があります。当社グループは、派遣者及び有期雇用者

の業務シフトの見直しや契約解除等で対応いたしますが、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性

があります。

④ 競合について

当社グループの中核をなすＣＲＭ事業が属する「コンタクトセンターアウトソース分野」の市場環境は、当社グ

ループを含む売上高上位３～５社の大手による寡占化が進んでおります（出典：株式会社ミック経済研究所「ＣＲ

Ｍ／フルフィル／ビジネスプロセスアウトソーシング市場の現状と展望2015年度版」）。当社グループは、寡占化が

進む同事業領域において、以下のようなさらなる差別化戦略の遂行を通じ、価格競争とは一線を画す形で他社との

競争優位性を確立の上、業界トップクラスのポジションを確固たるものとしてまいります。

1) 業界での高い経験値と実績に裏付けられた、クライアント企業の要望に応じて迅速かつ的確な対処を可能とする

「現場対応力」及びその能力を向上させ続けるための現場実務を担うオペレーター向け育成研修プログラム

2) クライアント企業との間で取り決められた「成果」をコミットし、高い生産性によってクライアント企業の満足

度向上を実現する先進的なグローバルオペレーションプロセスの実行力と、その実行を担保する人材・ＩＴイン

フラ等の経営資源

3) 伊藤忠商事㈱の資本参加に伴う、同社グループのコンタクトセンター需要の獲得及び同社グループにある先進の

テクノロジーを持つＩＴ系企業とのコラボレーションによる、コンタクトセンター向けインフラ提供＋コンタク

トセンター運営の総合型ＣＲＭビジネスの積極展開

しかしながら、今後景気の悪化や、業界のコスト構造の変化、業界内の合従連衡等により、当社グループが属す

る市場の規模が想定したほど拡大しない場合、あるいは、当社グループの差別化戦略が奏功せず、競合優位性の確

立につながらなかった場合には、当社グループの経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

⑤ 顧客との契約について

多くのクライアント企業との契約は１年毎の更新となっておりますが、クライアント企業の事情による内製化あ

るいは他企業への委託等により途中解約となる、又は契約が更新されない可能性があり、その場合には当社グルー

プの経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

⑥ 法規制について

現在のところ当社グループの事業に直接的に著しく重要な影響を及ぼす法的規制はありませんが、コンタクトセ

ンター業務においては、一部の業務について労働者を派遣することにより実施しております。当社グループでは、

「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律」（以下「労働者派遣法」と言う。）その

他の関係法令を遵守しつつ労働者派遣を行っておりますが、労働者派遣法に定める派遣元事業主としての欠格事由

（労働者派遣法第６条）に該当し、又は労働者派遣法その他の関係法令に違反した場合には、派遣事業の許可の取消

（労働者派遣法第14条）もしくは事業の全部又は一部の停止等を命ぜられ、当社グループの事業及び業績に影響を及

ぼす可能性があります。

また、当社の連結子会社である株式会社ベル・メディカルソリューションズや株式会社BELL24・Cell Productに

て取り組むＣＲＯ/ＳＭＯ等の医薬品開発支援業務においては、薬事法、薬事法施行規則及びそれに関連する厚生労

働省令を遵守の上実施しておりますが、これらの法律や省令が改正された場合、事業活動への制限や事業運営に係

るコスト増加につながる可能性があります。

　加えて、今後社会情勢の変化等に応じて当社グループの事業において新たな法令等の制定や既存法令等の改正、

解釈の変更等がなされた場合には、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。
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⑦ 知的財産権の侵害について

当社グループは、新たなサービスの開発や事業の開始にあたっては、可能な範囲で調査を行い、第三者の知的財

産権を侵害することのないよう努めております。しかしながら、予期せず第三者の知的財産権を侵害する等の事態

が発生した場合には、当該第三者から損害賠償又は使用差止等の請求を受けることにより、当社グループの事業活

動、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループの受託業務の成果物に関する著作権は当社グループ単独又は当社グループとクライアントの共同保

有となっているものがほとんどであり、知的財産権として保護されております。

当社グループのオペレーション上の運用手順・ノウハウ、あるいは当社グループのＩＴ基盤上における当社が開

発したソフトウェアは、その多くが特許等知的財産権としての性質を有するものではございません。オペレーショ

ン上の運用手順・ノウハウについては、当社グループ社員との間の雇用契約における守秘義務及び当社グループと

クライアントとの間の業務委託契約等にて機密保持義務が課される対象となっており、当社グループ社員との雇用

契約においては、退職後においても守秘義務及び機密保持義務は継続されることとなっていますが、何らかの理由

により他社に漏えい又は模倣される等して、当社グループが損失を受ける可能性は否定できず、結果として当社グ

ループの事業活動、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

⑧ 情報システムに障害が発生した場合の影響について

昨今の高度に発達した情報化社会においては、情報システムに障害等が生じた場合には、多大な損害が発生する

こととなります。当社グループの事業においても、営業／オペレーションの運用管理から人事労務管理及び経理全

般に至る業務遂行において情報システムに大きく依存しております。万一の場合に備えて可能な限りの事前防止策

に努めておりますが、自然災害や想定を超えた技術による不正アクセスや予測不能なコンピュータウィルスの感染

等により情報システムに障害等が生じた場合には、クライアントの事業に影響を与え、それにより損害の賠償を求

められる可能性がある他、当社グループの事業への信頼喪失を招き、結果として、当社グループの事業活動、業績

及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

⑨ 業務量に対するコスト適正化の遅行性について

当社グループが属する情報サービス業界のうち、コンタクトセンターサービスにおける主なコストは人件費によ

り占められており、有期契約の契約社員を積極的に活用することで、効率的なコンタクトセンター運営を実現して

おります。コンタクトセンター運営においては業務量の増減に合わせて人員の調整を行っておりますが、その調整

において業務量の減少に対して人員の調整が追いつかず、コストの適正化が遅行するといった事象が発生した場合、

収益悪化につながる可能性があります。

⑩ 人材の確保について

当社グループは、高度な専門的知識及び経験を有する優秀な基幹人材の確保、ならびにコンタクトセンターにお

いてはサービスを直接提供するコミュニケーターの確保が大きな課題であります。今後の外部環境等の変化により

人員計画等に基づいた採用が行えなかった場合や離職率が上昇した場合には、顧客の要望に対応できない可能性が

ある他、代替人員の確保のための採用・研修等に関するコストが増加することによって、当社グループの事業活動

に影響を及ぼす可能性があります。

⑪ 労務関連について

当社グループでは、多くのパートタイム・アルバイトの有期契約社員が、コンタクトセンター業務に従事してお

ります。2013年の改正労働契約法の施行により、施行日以降において有期雇用契約が反復更新され通算契約期間が

５年を超えた場合に労働者が申込みをしたときは、期間の定めのない雇用契約に転換されることが法定された他、

2016年10月からは短期労働者に対する厚生年金及び健康保険の適用が拡大される等、有期契約社員を取り巻く法規

制や労働環境には重大な変化が起こりつつあります。こうした労働関連法規制への対応や労働環境の変化により、

当社グループが優秀な人材を雇用できなくなる可能性や当社グループの人件費が高騰する可能性があります。
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⑫ 不動産の賃借について

当社グループの本社及びコンタクトセンターは、建物を第三者から賃借しており、敷金や保証金を賃貸人に対し

て差し入れている物件が大半を占めております。予期せぬ賃貸人の破産等が発生した場合は、当該敷金や保証金が

回収不能となり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、当社グループが新規コンタクトセンターを新設したり、賃借する建物の老朽化等に伴いコンタクトセンタ

ーを移転せざるを得なくなった場合、既存コンタクトセンターの賃貸借の更新を行う場合において、景気の変動等

により賃料相場が上昇する可能性があります。この他、当社グループが当初策定した通りのコンタクトセンターの

新設や増床そのものが困難となる可能性があるとともに、賃貸借契約の内容によっては費用が増加する可能性があ

ります。これらの場合においては、当社グループの事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

⑬ 多額の借入金、金利の変動及び財務制限条項への抵触について

当社グループは、金融機関を貸付人とする借入契約を締結し多額の借入れを行っており、2016年２月期の有利子

負債依存度は59.1％（注１）となっております。当社グループは、かかる借入契約の約定に基づき、新たな借入れ

が制約される可能性があります。

　また、借入金にかかる金利のうち、変動金利部分については、市場金利が上昇した場合、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。

　さらに、当社グループの借入金のうち、株式会社みずほ銀行、株式会社三菱東京UFJ銀行、及び三井住友銀行を幹

事とするシニアファシリティ契約に基づく借入金については、財務制限条項が付されております。これに抵触した

場合、貸付人の請求があれば本契約上の期限の利益を失うため、ただちに債務の弁済をするための資金の確保が必

要となり、当社グループの財政状態及び資金繰りに影響を及ぼす可能性があるとともに、かかる資金の確保ができ

ない場合は、当社グループの他の借入についても期限の利益を喪失することが予測され、当社グループの存続に悪

影響を及ぼす可能性があります。

（注１）有利子負債依存度は、連結財政状態計算書に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債の

総資産に占める割合となります。

⑭ 自然災害等について

当社グループは、全国にコンタクトセンターを分散配置することで、大規模な地震・風水害・津波・大雪・新型

インフルエンザ等の感染症の大流行等が発生した場合においても、被災していないコンタクトセンターが被災した

コンタクトセンターを補うことが可能となっております。しかしながら当社グループの本社機能が被災した場合や、

被災していないコンタクトセンターにおいて被災したコンタクトセンターを補うだけの人員を遅滞なく確保するこ

とができない場合には、当社グループの事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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⑮ 情報漏洩リスクについて

コンタクトセンターは、クライアント企業から預託を受けた各種情報が集積する場所であるため、当社グループ

においては、従来より、個人情報保護及び機密保持に最大の関心を払った施策を行っており、「テレマーケティン

グ・サービス倫理綱領」（1988年制定）、「情報倫理綱領」（1998年制定）を制定し、企業倫理の指針を明文化すると

ともに、「個人情報保護方針」、「情報セキュリティ方針」（いずれも2005年制定）をはじめ情報保護に関する規程類

を整備し、従業員への周知徹底を図ってまいりました。

　これらの経緯をふまえ、当社グループが社会やクライアント企業からさらなる信頼を獲得するとともに、企業の

社会的責任を果たすべく、2006年８月に「テレマーケティング・サービス倫理綱領」を発展的に吸収した「ベルシ

ステム２４グループ企業行動憲章」を制定し、さらに2012年８月には当社グループが取り組むべきコンプライアン

スに対する基本姿勢をより具体的に示すために「ベルシステム２４グループ企業行動憲章」を発展的に改定した

「ベルシステム２４グループ行動規範」を制定いたしました。

　また、当社の連結子会社である株式会社ベルシステム２４においては、2003年５月に情報セキュリティに関する

英国規格「ＢＳ7799－２：2002」及び国内規格「ＩＳＭＳ認証基準(Ver.2.0)」に基づく認証を現在の松江ソリュー

ションセンター（当社グループにおけるコンタクトセンターの呼称）で同時取得し、2006年７月以降、これらの規

格の国際化に対応した「ＩＳＯ/ＩＥＣ27001：2005／ＪＩＳＱ27001：2006」認証の登録範囲を、当社のＣＲＭソリ

ューションサービスの提供及びＣＲＭソリューションサービスの提供全体、に関連するシステム全般に広げており

ます。本規格は、2014年に「ＩＳＯ／ＩＥＣ27001：2013／ＪＩＳＱ27001：2014」に改訂され、新たな規格での認

証を付与されております。

　さらに、2007年２月には、個人情報を適切に取り扱う体制を整えた事業者に付与される「プライバシーマーク

（ＪＩＳＱ15001：2006）」の認定を取得しております。

　しかしながら、情報漏洩リスクを完全に排除することは困難であることから、万が一、クライアント企業から預

託を受けた情報について漏洩事故が発生した場合、当該クライアント企業からの業務委託の打ち切りや損害賠償請

求、その他クライアント企業の離反や社会的信用の失墜等、当社グループの事業、業績及び財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。

⑯ ベインキャピタルグループとの関係

当社は、グローバルなプライベート・エクイティファームである、ベインキャピタルグループが投資助言を行う

ファンドからの出資を受け入れており、当連結会計年度末日現在において、同ファンドは当社発行済株式総数の

14.45％を保有しております。また、当社の取締役である杉本勇次及び社外取締役であるデイビッド・グロスローの

２名がベインキャピタルグループから派遣されております。

　ベインキャピタルグループは、当社の上場時において、所有する当社株式の一部を売却致しましたが、当社株式

上場後においても、同社の株式の保有・処分方針によっては、当社株式の流動性及び株価形成等に影響を及ぼす可

能性があります。(2015年11月20日から2016年5月17日までロックアップ期間となっており、ベインキャピタルグル

ープが、共同主幹事会社の事前の書面による承諾を受けることなく、当社普通株式の売却をすることはできませ

ん。) また、ベインキャピタルグループが相当数の当社株式を保有することにより、当社の役員の選解任、他社と

の合併等の組織再編、減資、定款の変更等の当社の株主総会決議の結果に重要な影響を及ぼす可能性があります。

　また、当社は、ベインキャピタル・パートナーズ・ＬＬＣとの間で締結していたマネジメント契約に従い、当社

が上場又は支配権が変更された場合、その時点で有効な契約期間満了までのマネジメントフィーの残額を現在価値

に引き直した額（ただし、2015年11月４日付の変更契約（AMENDMENT TO MANAGEMENT AGREEMENT）により、当社が

2015年12月31日以前に東京証券取引所に上場した場合には、その金額を３億60百万円とすることを合意しておりま

した。）をベインキャピタル・パートナーズ・ＬＬＣに対して支払っております。当社では、上場とともに確定する

当該金額を2016年２月期に税務上損金として処理しておりますが、当該処理について、税務当局が当社と異なる見

解を採用する場合、当社の申告する損金の全部又は一部が、税務当局から損金として認定されず課税所得が増加す

る結果、法人所得税費用が増加し、さらに加算税・延滞税の支払を命じられる可能性があり、その場合当社グルー

プの財政状態及び業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

このように、ベインキャピタルグループは、当社について他の一般株主と異なる利害関係を有しており、一般株

主が期待する議決権の行使その他の行為を行わない可能性があります。

　さらに、当社の上場時にベインキャピタル・パートナーズ・ＬＬＣとの間のマネジメント契約が終了したため、

当社はベインキャピタルグループから経営や事業に関する助言が受けられなくなりました。当社は、当社の上場後

はかかる助言がなくても当社の事業運営に支障のない経営体制を整備していると認識しておりますが、かかる経営

体制が当社の期待通りに機能しない場合には、当社グループの事業、業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性が

あります。
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⑰ 伊藤忠商事㈱との関係

当社は、伊藤忠商事㈱から出資を受け入れており、当連結会計年度末日現在において、伊藤忠商事㈱は当社発行

済株式総数の41.07％を保有しております。また、当社は伊藤忠商事㈱の持分法適用関連会社となっており、当社の

取締役である野田俊介及び社外監査役である中西政明を伊藤忠商事㈱から招聘している他、出向者を４名受け入れ

ております。

　2014年10月の伊藤忠商事㈱の当社への出資後に新たに開拓された伊藤忠商事グループと当社グループの取引は、

徐々に増加しております。当社グループとしては今後も伊藤忠商事グループとの取引拡大に向けて伊藤忠商事㈱と

協業を継続していく方針であります（なお、伊藤忠商事グループとの取引は、他のクライアント企業と同様の取引

条件で行っており、今後も同様の方針であります。）。

また、当社は、伊藤忠商事㈱との間のマネジメント契約に基づき、マネジメントフィーを支払っておりましたが、

上場時に終了いたしました。なお、伊藤忠商事㈱は、上場後も当社株式を安定保有する意向を有しており、当社と

伊藤忠商事㈱の関係について重大な変化は生じないものと認識しております。しかしながら、将来において、何ら

かの要因により伊藤忠商事㈱が経営方針や営業戦略（当社株式の保有方針も含む）を変更した場合、当社株式の流

動性及び株価形成等に影響を及ぼす可能性があります。(2015年11月20日から2016年5月17日までロックアップ期間

中となっており、伊藤忠商事㈱が、共同主幹事会社の事前の書面による承諾を受けることなく、当社普通株式の売

却をすることはできません。) また、伊藤忠商事㈱が相当数の当社株式を保有することにより、当社の役員の選解

任、他社との合併等の組織再編、減資、定款の変更等の当社の株主総会決議の結果に重要な影響を及ぼす可能性が

あります。

　このように、伊藤忠商事㈱は、当社について他の一般株主と異なる利害関係を有しており、一般株主が期待する

議決権の行使その他の行為を行わない可能性があります。

　さらに、当社の上場時に伊藤忠商事㈱との間のマネジメント契約が終了したため、当社が伊藤忠商事㈱から経営

や事業に関する助言が受けられなくなりました。当社は、当社の上場後はかかる助言がなくても当社の事業運営に

支障のない経営体制を整備していると認識しておりますが、かかる経営体制が当社の期待通りに機能しない場合に

は、当社グループの事業、業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

⑱ 減損会計の適用

当社グループは、2016年２月末現在、連結財政状態計算書にのれんを970億83百万円計上しており、総資産の70.4

％を占めています。内訳は、株式会社ベルシステム２４（907億57百万円）、株式会社ベル・メディカルソリューシ

ョンズ（32億56百万円）、株式会社ポッケ（28億１百万円）、株式会社BELL24・Cell Product（２億69百万円）であ

り、事業収益性が低下した場合等にはのれんの減損損失が発生し、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を与

える可能性があります。なお、これらののれんは、非償却性資産であります。

⑲ 大型スポット案件受注による収益の変動

当社グループが受託している多くのサービスは、クライアント側でも継続性のある業務であります。しかしなが

ら、リコール対応や選挙対応のように、一定の期間に限定された業務（スポット業務）も受託しております。

　当社グループが大型スポット業務を受託した場合、売上収益のみならず、コンタクトセンターの稼働率上昇によ

り、収益性が向上することがあります。その結果、翌連結会計年度に、売上収益の減少や収益性の低下が起こる可

能性があります。
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⑳ 人件費の高騰による収益性の低下

当社グループのサービスを提供するには、コンタクトセンターにおいて多数のコミュニケーターの確保が必要に

なります。厚生労働省発表の有効求人倍率を見ると、2009年以降上昇を続け、2012年以降は１倍を超えており、ま

た、株式会社リクルートジョブズの調査研究機関ジョブズリサーチセンターが月例で発表する「アルバイト・パー

ト募集時平均時給調査」によれば、求人情報をもとにした「コールセンタースタッフ」採用の平均時給が、首都圏

を中心とする大都市圏で上昇傾向にあり、人材争奪戦が激化しつつあります。

　当社グループでのコンタクトセンターのオペレーター１時間当たりの人件費は、過去３年で若干上昇しているも

のの、おおむね安定して推移しております。しかしながら、今後景気の回復、労働力人口の減少による労働者獲得

競争が一段と激しくなり、採用コストや人件費が上昇した場合には、当社グループの収益に影響を及ぼす可能性が

あります。

㉑ 中期経営計画について

当社グループは2016年２月期を初年度とする中期経営計画を策定しています。本中期経営計画では既存案件の成

長、既存クライアントからの新規案件の獲得、ＭＮＣ案件の拡大及び伊藤忠商事グループからの新規案件の獲得等

により、安定的かつ継続的な売上成長の実現を目指すとともに、直接・間接経費の抑制を行い、また的確に設備増

設等を行うことにより事業運営を最適化し、利益の拡大を目指すこととしています。

　本中期経営計画は過去、策定時の現状に基づいて作成されていますが、今後の経済・市場環境の変化、クライア

ント企業の方針変更、テクノロジーの革新等により、かかる想定通りとならない、あるいは想定していない事象の

発生等により、本中期経営計画における目標を達成できない可能性があります。

㉒ 係争・訴訟に関するリスク

当社グループは、企業価値向上のためにはコンプライアンスの徹底が必要不可欠であるとの認識の下、「ベルシス

テム２４グループ行動規範」を制定し、これに従い全役職員が法令等を遵守した行動、高い倫理観をもった行動を

とることを周知しております。また、コンプライアンス規程を制定の上、原則３ヶ月に１回、チーフ・コンプライ

アンス・オフィサー（ＣＣＯ（最高コンプライアンス責任者））を委員長とするコンプライアンス委員会を開催し、

当社グループの法令遵守状況の把握にはじまり、法令遵守の体制、方針、施策の決定や、コンプライアンス課題の

共有と対策の検討を行っております。なお、本書提出日現在、当社グループの財政状態、事業運営に大きな影響が

及ぶ当社グループに対する訴訟はございません。

　一方で、当社グループの事業活動に際し、当社グループ各社の従業員の法令等に対する違反の有無に関わらず、

何らかの理由により労務問題・知的財産権・税務等の問題で訴訟を提起される、又は罰金等を科される可能性があ

ります。

　また、ＣＲＭやＣＲＯ/ＳＭＯ各事業の受託において、業務に必要な社内外の経営資源を確保できないこと等によ

り、これらの受託契約に基づく当社グループとしての責務を果せず、クライアントに生じる損害の一部又は全部に

つき請求を受ける可能性があります。これらの訴訟の結果、当社グループの責に帰すものと認められた場合、ある

いは訴訟を起こされることにより当社グループの事業に対する信頼感が損なわれた場合には、当社グループの財政

状態及び経営成績に影響が及ぶ可能性があります。

㉓ 風評等について

当社グループは全社員との間で締結する雇用契約において、業務に関する事項のＳＮＳ（ソーシャル・ネットワ

ーキング・サービス）等への書き込みを全面的に禁止する内容を定めております。また、社内規程上もソーシャル

メディア利用基準を定め、業務としてのＳＮＳ利用における手順を明らかにしております。さらに規定化するだけ

ではなく、ＳＮＳやインターネット上の掲示板への悪質な書き込みに対しては当社監査部が定期的に監視を行って

おり、監視活動を通じてＳＮＳや掲示板の運営者に対し削除依頼等の対応を行っております。中でも特に悪質と認

められるものについては、書き込み者のＩＰアドレスを運営者に対して開示請求し、書き込み者への法的措置も辞

さない方針です。このような書き込み事例やそれに対する当社グループの対応については、全社員に定期的に通知

することで、業務に関する事項をＳＮＳ等に書き込んではならないことの周知を改めて図っております。しかしな

がら、こうした措置をとったとしても、悪質な書き込みを完全に予防することは困難であり、そのような悪質な書

き込みにより、当社グループの採用活動や、取引先との関係に影響が生じる等、ひいては損害賠償問題等、当社グ

ループの事業活動に影響を与える経済的被害が生じる可能性があります。
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２．企業集団の状況

当社グループは、持株会社である当社及び子会社５社（株式会社ベルシステム２４、株式会社ベル・メディカルソ

リューションズ、株式会社ポッケ、株式会社BELL24・Cell Product、株式会社ベル・ソレイユ）で構成されており、

コールセンター業務を中心とするＣＲＭ事業を主たる事業として、全国で事業を展開しております。

　当社グループの中核である株式会社ベルシステム２４は、1982年の創業以来30余年にわたり、コンタクトセンター

アウトソーシングというマーケットを創造し、数々のサービスを創出してきました。コンタクトセンターアウトソー

シングという事業価値の本質は、「クライアント企業のバリューチェーンの一部をお預かりして活性化する」ことにあ

ります。この事業価値の向上を目指し、電話を主なサービスチャネルとする従来型のサービス提供方法に加え、新た

なサービスの開発に積極的に取り組む等、グループとしての成長を実現してきました。

当社グループの事業における当社及び関係会社の位置づけ及びセグメントとの関連は、以下の通りであります。

当社グループの連結財務諸表における報告セグメントは「ＣＲＭ事業」のみでありますが、「その他」として、株

式会社ベル・メディカルソリューションズが営むＣＲＯ（Contract Research Organization：医薬品開発受託機関）

事業、株式会社BELL24・Cell Productが営むＳＭＯ（Site Management Organization：治験施設支援機関）事業、

株式会社ポッケ、株式会社ベル・ソレイユの営む事業を記載しております。

① ＣＲＭ事業

ＣＲＭ事業では、電話を主なコミュニケーションチャネルとする従来型のインバウンド・アウトバウンドコール

の業務に加え、ＷＥＢや急速に拡大するソーシャルメディア等のＩＴ技術を駆使した様々なサービスを、クライア

ント企業へ提供しており、具体的には、以下の通りであります。

・クライアント企業のカスタマーサポート業務（主に、クライアント企業の商品・サービスに関する質問に対応す

る業務）

・クライアント企業のセールスサポート業務（主に、クライアント企業の商品・サービスの販促をサポートする業

務）

・クライアント企業のテクニカルサポート業務（主に、クライアント企業のＩＴ製品の操作方法等に関する質問に

対応する業務）

・ＢＰＯ業務（主に、クライアント企業のＷＥＢ制作、データ入力作業等を請け負う業務）

（主な関係会社）株式会社ベルシステム２４

② その他

1）ＣＲＯ事業

　製薬会社による医薬品の開発プロセスにおいて必要となる臨床試験（治験）支援業務を製薬会社から受託し、医

薬品開発を支援する医療サービス支援業務

（主な関係会社）株式会社ベル・メディカルソリューションズ

2）ＳＭＯ事業

　治験実施施設である医療機関と契約し、ＧＣＰ（Good Clinical Practice：国際的に合意された臨床試験の実施

基準をもとに、日本の環境をふまえて日本で正しく治験を実施できるように厚生労働省が省令等で定める基準）に

基づき適正で円滑な治験を支援する医療サービス支援業務

（主な関係会社）株式会社BELL24・Cell Product
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3）その他事業

　株式会社ポッケは、モバイル・ＰＣ等を通じ、一般消費者向けの月額課金によるコンテンツ販売や、事業者向け

に気象予報コンテンツの販売も行っております。

　また、株式会社ベル・ソレイユは、障がい者の雇用促進を目的とする特例子会社として、当社グループの総務業

務の事務代行・業務の受託を主な業務としております。

（主な関係会社）株式会社ポッケ、株式会社ベル・ソレイユ

　

事業の系統図は、以下の通りであります。

(注) →は、営業取引の流れを示しております。

決算短信 （宝印刷）  2016年04月12日 09時47分 15ページ （Tess 1.40(64) 20150116_01）



株式会社ベルシステム24ホールディングス(6183) 平成28年２月期 決算短信

14

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

①経営の基本理念と基本方針

当社グループは、「対話の力で世界を変える」を経営理念として掲げております。

「対話」は当社グループの原点であり、「対話の力」を進化/深化/新化させ、身近な世界から遠い世界、見えてい

る世界から未だ見ぬ世界まで、より良い姿へと変えていくことが当社グループの存在意義であり、責任であると認

識しております。

また、上記の経営理念を踏まえ、下記の５つの基本指針（Bell Way）を定め、日々の業務において実践しており

ます。

1) 人の力と最先端の技術を融合し、新しいサービスの世界を切り拓きます

　サービス創造における指針で、「人の力」とは当社グループが培い受け継いできた「人にしかできない高い次元

のイノベーションやホスピタリティ」です。また、「最先端の技術」とは、コミュニケーションにおける時間と距

離、量と質の限界を超越しサービスを革新的に進化させるテクノロジーです。「新しいサービス」そして「新しい

価値」を創造するためには、その相剰が必要不可欠であり、その実現を目指します。

2) 常に品質改善を続け、お客様に感動するサービスを提供します

　サービス品質における指針を示しています。顧客企業に代わってそのカスタマーのロイヤルティを獲得する当

社のサービスが目指すべきは、カスタマーの期待を驚きをもって超えるサービス、すなわち「感動するサービス」

です。それを実現する近道は無く、一つひとつの品質改善を地道に粘り強く継続することでしかなし得ない、と

いう基本姿勢が重要と考えます。

3) 多様な価値観を互いに活かし合い、新しい価値を創造します

　ダイバーシティ・マネジメントの考え方を示しています。性別、経歴、年齢、国籍などを問わず、異なる価値

観を積極的に活用して競争力を高めたいと考えています。単に多様な価値観を認めるだけでなく、「新しい価値」

を創造するために「互いに活かし合う」ことを目指します。

4) 自由と自律をもって、自ら積極果敢に挑戦します

　個人や組織の成長のための基本となる指針を示しています。当社グループの各組織はその業務形態の特質から、

上位者が示す方針・指示を迅速かつ徹底して遂行する行動力に強みを有していますが、それに加えて個々の社員

が、より積極的、創造的な思考や行動を身に付けることにより、さらに強固な組織に変革できると考えるもので

す。

5) コンプライアンスを全てに優先させます

　当社グループは、業務上、顧客企業の営業情報やカスタマーの個人情報をお預かりするため、情報セキュリテ

ィにおいては厳格な基準を設けております。そしてその情報セキュリティも含め、各種法令はもとより、社内規

則、一般常識、さらには道徳観念まで含めて、全てを最優先して守ることを宣言し、社内体制構築と社員教育を

徹底しています。
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（２）目標とする経営指標

当社の主たる事業であるＣＲＭ事業において経営管理上特に重視している収益指標は、当期利益はもとより、売

上収益と売上総利益、及び売上高総利益率（ＧＰ率：売上総利益÷売上収益）です。合わせて、収益指標への影響

が大きいオペレーション管理指標として、以下の項目を各エリアの現場マネジメントと、当社全体の品質効率管理

を行うプロセス管理部、及び経営陣の間で定常的にレビューを行い、問題点の早期把握と改善策の検討、実施に至

るＰＤＣＡサイクルを回しております。

1) 顧客別成約見込みに基づく将来見込売上（パイプライン）の管理

2) コンタクトセンターのブース総数、稼働状況

コンタクトセンターのオペレーター数増減、採用状況（含:計画対比、採用コスト）、人件費推移（含：残業時

間管理）、就業期間別退職率状況、欠勤率

（３）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題

当社グループは、主要事業であるＣＲＭ事業安定化、収益拡大に向けての取り組みとして、継続的なサービス品

質改善や業務効率化、及び、顧客の課題発見、解決策提案型の営業力強化に加え、伊藤忠商事グループとのシナジ

ー拡大、大手企業保有のコンタクトセンターの当社へのアウトソース化推進（カーブアウト）、世界基準のサービス

レベルによるＭＮＣ向けサービスの拡大に注力してまいります。

また、新規事業開発の観点では、国内市場で培ったオペレーション品質を活用した海外展開の推進や、システム

インテグレーターやコンサルティング企業との協業を通じ、ＩＴ技術を活用したサービス付加価値の向上や多様化

への取り組み強化等も積極的に推進してまいります。

加えて、上記施策を実現するための人材マネジメント施策やコンプライアンス管理体制を強化してまいります。

以上の施策を通じ、中長期的に健全で持続可能な成長の実現を目指します。

① ＣＲＭ市場における安定成長

1) 既存受託案件の継続的品質向上

　ＣＲＭ事業において当社グループが考える品質とは、単にコンタクトセンターにおける応対品質を指すだけで

はなく、クライアント企業がカスタマーとの関係を強化できることを前提に、カスタマーの満足度向上など、ク

ライアント企業にとっての品質管理指標（顧客満足度などのサービス提供指標）の達成、及び、当社グループに

とっての生産性指標（時間あたりの受注金額とコストのバランス等）の達成を高いレベルで両立することができ

た状態であると認識しております。そのために当社グループは、センター単位ではなく受託業務単位での品質を

きめ細かく徹底的に向上させる体制を構築しており、今後も引き続き品質改善体制の強化を進めてまいります。

クライアント企業に対し、高品質なサービスを継続的に提供することを通じ、そこから派生する新たな案件を獲

得することができ、それが安定成長のための基盤になるものと考えております。

　

2) 新規クライアント企業の積極的獲得

　新規のクライアント企業を獲得し、当社グループの営業基盤を増強していくことは、当社グループの成長のた

めに必要不可欠な、最重要課題の一つであります。当社グループは、これまでの新規クライアント企業獲得営業

体制に加え、2014年10月に資本参加を受けた伊藤忠商事グループの国内外の広範な企業ネットワークを活用する

ことにより、従来アプローチすることができなかった企業層へのアプローチが可能となることで、新たな売上機

会を創出してまいります。また、カスタマーに最高の顧客体験を提供する事を意図した高付加価値型オペレーシ

ョン手法の導入や、カスタマー接点を起点に、クライアント企業のバリューチェーンを活性化するＢＰＯサービ

スの展開等、ＣＲＭ事業を革新、発展させて提供することを通じ、新規クライアント企業の開拓に拍車をかける

戦略も推進してまいります。
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3) スポット需要への対応

　コンタクトセンターに対する需要の一つとして、大規模なカスタマー対応窓口を緊急且つ時限的に設置すると

いったクライアント企業からのご要望があります。これに対して当社グループは、日本国内におけるセンター数

26箇所、席数13,500席という規模と、30余年にわたるコンタクトセンター運営の経験を活かし、緊急対応窓口等

のコンタクトセンターを、スピーディーに構築することが可能です。こうしたスポット需要に対し継続的且つ安

定的に対応できるよう、更なる体制強化を進めてまいりますが、同時にスポット需要については、時限的な業務

であるため、売上全体に占める継続業務とのバランス等を考慮しながら、事業計画に基づいた質的・量的に最適

な運用を進めてまいります。

　

② ＣＲＭ市場におけるさらなる成長

1) 伊藤忠商事グループとの連携

　伊藤忠商事㈱のグループ企業及びその取引先企業等に対し、同社のネットワークを活用してアプローチを行い、

事業の拡張を図ってまいります。加えて、単に面的に事業領域の拡張を図るだけでなく、当社グループと伊藤忠

商事グループとの協業によって、クライアント企業とカスタマーの接点であるコンタクトセンター事業の新たな

価値を創出してまいります。例えば、2015年７月には伊藤忠商事㈱、伊藤忠テクノソリューションズ㈱及び当社

の３社間において、コンタクトセンタービジネスにおける新規サービスの企画・開発に関する包括的業務提携契

約を締結しており、３社の協業で最新のＩＴテクノロジーを駆使した最先端のコンタクトセンターサービス提供

を目指してまいります。こうした取り組みをはじめ、伊藤忠商事グループとの広範な連携により、コンタクトセ

ンターを中心としたＢＰＯビジネス等、新たなＣＲＭ事業モデルを開発し、提供してまいります。

　

2) ＣＲＭインフラの提供

　当社グループは、従来より積極的なＩＴ投資を行ってまいりました。国内のソリューションセンターをクラウ

ドで連携した音声系プラットフォームであるBellCloudⓇや、同プラットフォームを応用し在宅コンタクトセンタ

ーサービスを可能にするBell＠Home、また、人員配置とコストの最適化を実現するＷＦＭ（ワークフォースマネ

ジメント）等の先進的且つ科学的なＣＲＭサービスを提供しております。このような実績豊富なＣＲＭインフラ

を、今後は、当社グループが受託した案件に活用する以外に、クライアント企業にＣＲＭインフラとして提供す

る取組を強化してまいります。ＣＲＭインフラとオペレーションのノウハウを、当社グループから一括で提供す

ることにより、クライアント企業は、初期コストを抑えた上で高品質なコンタクトセンターを開設することが可

能となります。

　

③ 新たなＣＲＭマーケットの開拓

1) 高品質なグローバル基準のオペレーションを提供

　グローバルに事業を展開する企業においては、世界各国において高いレベルでの均質的なサービスを展開する

ため、コンタクトセンター運営においても世界共通の様々な厳格な指標が設定されており、高水準のオペレーシ

ョンが要求されております。

　当社グループでは、こうしたグローバル企業の要求する高水準のオペレーションを実行するため、ＭＮＣを専

門とする部署を設置しており、欧米の最先端コンタクトセンター事業会社が提供する世界基準のカスタマーサポ

ート業務を、日本でも同様に提供できる体制を構築し、既に国内のグローバル企業において多数の実績を上げて

おります。今後も、日本で事業展開をする外資系企業のみならず、日本企業に対してもこの高品質なコンタクト

センターサービスの提供を加速してまいります。

　

2) ＡＳＥＡＮ諸国をはじめとする海外での事業展開

　伊藤忠商事グループの海外ネットワークを活用し、ＡＳＥＡＮ諸国をターゲットに見据えコンタクトセンター

の海外事業展開を目指します。当社グループが30余年で培ったコンタクトセンターの運営ノウハウを、各国の事

情に合わせてカスタマイズし、高品質の現地サービスを提供してまいります。加えて、更なる事業拡張やカント

リーリスクの分散、ＢＣＰ対策等の観点から、複数拠点でのオフショア化を実現しているＭＮＣとの新たな事業

機会創出を目指してまいります。
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④ 人材マネジメント強化

　前記の施策をより迅速かつ確実に実現していくためには、優れた人材の採用と全社的な人材育成の強化が喫緊の

課題であると認識しております。

　事業戦略を実現するための人材ポリシーと制度設計も含め、中長期的な事業展開を見据えた人材マネジメントを

強化してまいります。

　

⑤ コンプライアンス管理体制の強化

　株主をはじめ、クライアント企業、取引先、社員等、当社グループを取り巻く各ステークホルダーや、社会から

信頼される企業であり続けるため、コーポレート・ガバナンスの充実とコンプライアンス体制の整備及び向上は重

要事項であると認識しております。特に、コンプライアンスは当社グループの事業活動のすべてにおいて最優先の

事項であると認識しております。

　当社グループでは、「コンプライアンス規程」に基づき、ＣＣＯ（Chief Compliance Officer:最高コンプライア

ンス責任者）を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス体制面での運用状況管理、整備

を行っております。また、情報セキュリティについてもＣＰＯ（Chief Privacy Officer:最高個人情報保護責任

者）及びＣＩＳＯ（Chief Information Security Officer:最高情報セキュリティ責任者）を置き、プライバシー

マークの認証基準に基づいた個人情報保護体制、ならびに、ISMS認証基準に基づいた情報セキュリティ保護体制を

構築しております。その他、全社員を対象としてコンプライアンス研修を実施し、また「ベルシステム２４グルー

プ行動規範」を制定し、これらに従い全役職員が法令等を遵守し、高い倫理観をもった行動をとるよう啓蒙に努め

ております。

　以上のようにコンプライアンス管理体制の強化に向けて継続的に制度・体制及び企業風土の改善を行ってまいり

ます。

　

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、資本市場における財務情報の国際的な比較可能性を向上させるとともに、国際的な市場におけ

る資金調達手段の多様化等を目指し、2014年２月期より国際会計基準（ＩＦＲＳ）を適用しております。
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５．連結財務諸表

（１）連結財政状態計算書

　 (単位：百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度

2015年２月28日 2016年２月29日

　

資産 　 　

流動資産 　 　

　現金及び現金同等物 10,291 7,334

　営業債権 12,993 16,305

　未収還付法人所得税 18 2,863

　その他の短期金融資産 77 95

　その他の流動資産 796 755

　流動資産合計 24,175 27,352

　

非流動資産 　

　有形固定資産 5,239 5,497

　のれん 97,083 97,083

　無形資産 2,565 2,334

　繰延税金資産 3,104 2,458

　その他の長期金融資産 2,667 3,076

　その他の非流動資産 69 47

　非流動資産合計 110,727 110,495

資産合計 134,902 137,847

　 　

負債及び資本 　

負債 　

流動負債

　営業債務 3,880 3,629

　借入金 6,313 9,144

　未払法人所得税 5,209 791

　引当金 ― 95

　未払従業員給付 8,951 8,226

　その他の短期金融負債 264 358

　その他の流動負債 6,101 4,380

　流動負債合計 30,718 26,623

　 　

非流動負債 　

　長期借入金 74,438 71,314

　引当金 1,192 1,352

　長期未払従業員給付 1,107 252

　その他の長期金融負債 517 627

　その他の非流動負債 6 2

　非流動負債合計 77,260 73,547

負債合計 107,978 100,170

　 　

資本 　

　資本金 24,500 26,797

　資本剰余金 ― 3,107

　その他の資本の構成要素 ― 318

　利益剰余金 2,424 7,455

親会社の所有者に帰属する持分合計 26,924 37,677

資本合計 26,924 37,677

負債及び資本合計 134,902 137,847
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度

自 2014年３月１日
至 2015年２月28日

自 2015年３月１日
至 2016年２月29日

売上収益 112,071 102,540

売上原価 △81,603 △82,344

売上総利益 30,468 20,196

販売費及び一般管理費 △11,314 △10,539

その他の収益 80 72

その他の費用 △401 △845

営業利益 18,833 8,884

金融収益 2 1

金融費用 △2,448 △1,010

税引前利益 16,387 7,875

法人所得税費用 △6,512 △2,844

当期利益 9,875 5,031

帰属：

親会社の所有者 9,875 5,031

１株当たり利益 (単位：円)

　親会社の所有者に帰属する基本的
　１株当たり利益

359.93 71.00

親会社の所有者に帰属する希薄化後
１株当たり利益

― 70.76
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度

自 2014年３月１日
至 2015年２月28日

自 2015年３月１日
至 2016年２月29日

当期利益 9,875 5,031

その他の包括利益

　純損益に振り替えられないその他の
　包括利益の内訳項目(税引後)

その他の包括利益を通じて公正価値
で測定する金融資産で生じた利得
（損失）（税引後）

2 △5

　純損益に振り替えられないその他の
　包括利益の内訳項目(税引後)合計

2 △5

当期その他の包括利益合計(税引後) 2 △5

当期包括利益合計(税引後) 9,877 5,026

帰属：

親会社の所有者 9,877 5,026

決算短信 （宝印刷）  2016年04月12日 09時47分 22ページ （Tess 1.40(64) 20150116_01）



株式会社ベルシステム24ホールディングス(6183) 平成28年２月期 決算短信

21

（３）連結持分変動計算書

(単位：百万円)

親会社の所有者に帰属する持分

資本合計

資本金 資本剰余金
その他の資本
の構成要素 利益剰余金 合計

2014年３月１日現在 ― ― 53,530 △2,909 50,621 50,621

　当期利益 ― ― ― 9,875 9,875 9,875

　その他の包括利益 ― ― 2 ― 2 2

　当期包括利益合計 ― ― 2 9,875 9,877 9,877

　新株の発行 24,500 24,500 ― ― 49,000 49,000

支配株主への分配による減少 ― △24,500 △53,532 △4,542 △82,574 △82,574

2015年２月28日現在 24,500 ――――― ――――― 2,424 26,924 26,924

　当期利益 ― ― ― 5,031 5,031 5,031

　その他の包括利益 ― ― △5 ― △5 △5

　当期包括利益合計 ― ― △5 5,031 5,026 5,026

　新株の発行 2,297 2,278 △2 ― 4,573 4,573

　株式報酬取引 ― ― 325 ― 325 325

　所有者による拠出 ― 829 ― ― 829 829

2016年２月29日現在 26,797 3,107 318 7,455 37,677 37,677
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度

自 2014年３月１日
至 2015年２月28日

自 2015年３月１日
至 2016年２月29日

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前利益 16,387 7,875

営業活動によるキャッシュ・フローへの調整

　有形固定資産の減価償却費 971 1,073

　無形資産の償却費 753 833

　固定資産の除売却損益（△は益） 25 69

　金融収益 △2 △1

　金融費用 2,448 1,010

　営業債権の増減額（△は増加） △704 △3,312

　営業債務の増減額（△は減少） 314 546

　未払消費税の増減額（△は減少） 4,766 △3,895

　その他 359 △797

小計 25,317 3,401

利息及び配当金の受取額 2 1

利息の支払額 △1,276 △901

法人所得税の支払額 △4,313 △6,761

営業活動からの正味キャッシュ・フロー 19,730 △4,260

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の売却による収入 2 ―

有形固定資産の取得による支出 △1,166 △1,657

無形資産の取得による支出 △599 △539

敷金及び保証金の差入による支出 △319 △523

敷金及び保証金の回収による収入 208 105

資産除去債務の履行による支出 △8 △28

その他 24 9

投資活動からの正味キャッシュ・フロー △1,858 △2,633

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） ― 4,000

長期借入れによる収入 80,000 ―

長期借入金の返済による支出 △60,250 △3,813

債務の消滅による支出 △1,150 ―

リース債務の返済による支出 △250 △268

資金調達による支出 ― △544

新株発行による収入 49,000 4,561

支配株主への分配による支出 △82,574 ―

その他 △41 ―

財務活動からの正味キャッシュ・フロー △15,265 3,936

現金及び現金同等物の正味増減額（△は減少） 2,607 △2,957

現金及び現金同等物の期首残高 7,684 10,291

現金及び現金同等物の期末残高 10,291 7,334
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(表示方法の変更)

前連結会計年度において、「未収還付法人所得税」は、連結財政状態計算書上の「その他の短期金融資産」に含めて

表示しておりましたが、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しております。

　この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財政状態計算書において、「その他の短期金融資産」

から、「未収還付法人所得税」に18百万円を組み替えて表示しております。
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(セグメント情報等)

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち、分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う事業セグメントを基礎に決定されて

おります。なお、当社グループの事業セグメントは、ＣＲＭ事業、ＣＲＯ／ＳＭＯ事業及びその他事業から構成され

ており、サービスの種類、性質、販売市場等から総合的に区分しております。

当社グループは、主にコンタクトセンター運営及びその付帯業務を取り扱うＣＲＭ事業で構成されております。当

社グループの収益、純損益の絶対額及び資産の金額のいずれにおいても、大部分が当該事業から構成されております。

そのため、報告セグメントはＣＲＭ事業のみとしております。

事業セグメント間の振替価格は、第三者との取引に準じた独立当事者間取引条件に基づいて行っております。

報告セグメントの情報は、以下の通りであります。

前連結会計年度 (自 2014年３月１日 至 2015年２月28日)

(単位：百万円)

ＣＲＭ事業 　 その他 　 調整及び消去 　 連 結

　

売上収益 　

外部収益 104,142 7,929 ― 112,071

セグメント間収益（※） 232 84 △316 ―

売上収益合計 104,374 8,013 △316 112,071

　

その他の損益

減価償却費及び償却費 △1,644 △80 ― △1,724

金融収益 2 0 ― 2

金融費用 △2,448 0 ― △2,448

報告セグメントの税引前利益 15,804 583 ― 16,387

その他の開示項目

資本的支出 　 2,092 70 ― 2,162

（※）セグメント間収益は連結時に消去され、「調整及び消去」の欄に含まれております。

当連結会計年度 (自 2015年３月１日 至 2016年２月29日)

(単位：百万円)

ＣＲＭ事業 　 その他 　 調整及び消去 　 連 結

　

売上収益 　

外部収益 95,028 7,512 ― 102,540

セグメント間収益（※） 1,517 102 △1,619 ―

売上収益合計 96,545 7,614 △1,619 102,540

その他の損益

減価償却費及び償却費 △1,819 △87 ― △1,906

金融収益 1 0 ― 1

金融費用 △1,010 0 ― △1,010

報告セグメントの税引前利益 7,400 475 ― 7,875

その他の開示項目

資本的支出 　 1,357 42 ― 1,399

（※）セグメント間収益は連結時に消去され、「調整及び消去」の欄に含まれております。
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（のれんの減損）

１ 資金生成単位

当社グループの資金生成単位は、当連結会計年度において以下の４つより構成されており、各資金生成単位に配分

されたのれんの帳簿価額は、以下の通りであります。

　(単位：百万円)

　 　 のれん

前連結会計年度
2015年２月28日

　
当連結会計年度
2016年２月29日

　

㈱ベルシステム２４ 64,836 90,757 　

ＢＢコール㈱ 25,921 ― 　

㈱ベル・メディカルソリューションズ 3,256 3,256 　

㈱ポッケ 2,801 2,801 　

㈱BELL24・Cell Product 269 269 　

合計 97,083 97,083 　
　 　 　　　 　 　 　 　 　

（注）当連結会計年度における資金生成単位ごとの帳簿価額の増減は、2015年９月１日付で㈱ベルシステム２４がＢ

Ｂコール㈱を吸収合併したことにより、資金生成単位を統合したことによるものであります。

　

当社グループでは、のれんの減損テストにおいて、原則として各社を資金生成単位とし、企業結合のシナジーから

便益を得ることが期待されるものに対して、のれんを配分しております。なお、資金生成単位とは、他の資産又は資

産グループからのキャッシュ・イン・フローとは概ね独立したキャッシュ・イン・フローを生成させるものとして識

別される、資産グループの最小単位となっております。

のれんは、減損の兆候の有無に関わらず、年に１度減損テストを実施しております。のれんの減損テスト実施時期

は、関連する事業計画の策定時期を勘案して個別に決定しております。また、四半期毎に減損の兆候の有無を確認し、

減損の兆候がある場合は減損テストを実施しております。

前連結会計年度及び当連結会計年度において実施した減損テストの結果、経営者は各資金生成単位について減損は

生じていないと判断しております。

のれんの減損テストにおける回収可能価額は、使用価値に基づいて独立鑑定人の支援を受けて算定しております。

使用価値は、取締役会が承認した事業計画を基礎とした将来キャッシュ・フローの見積額を割引くことにより計算し

ております。事業計画は原則として５年を限度としており、過去の経緯を反映させ、外部機関により公表されている

業界成長率（2.0～3.0％）等も勘案し、策定しております。ＣＲＭ事業のおかれているＣＲＭアウトソーシング市場

をはじめとする各事業の市場は、堅調に拡大しております。こうした市場環境において、当社グループでは①過年度

前期に獲得した新規顧客が継続業務のベースに加わること、②ＣＲＭ事業においては外資企業との取引先を拡大させ

ることを計画しております。事業計画が対象としている期間を超える期間については、継続価値の算定をしておりま

す。継続価値の算定には、各資金生成単位の予測成長率として0～2.0％を使用しております。また、使用価値の算出

に用いた税引前の割引率は、以下の通りであります。

　(単位：％)

　 　 割引率

前連結会計年度
2015年２月28日

　
当連結会計年度
2016年２月29日

　

㈱ベルシステム２４ 9.6 8.5 　

ＢＢコール㈱ 9.6 ― 　

㈱ベル・メディカルソリューションズ 12.3 10.6 　

㈱ポッケ 14.5 12.0 　

㈱BELL24・Cell Product 12.3 10.6 　
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２ 使用価値の計算に用いられた主要な仮定

各資金生成単位の使用価値の計算に大きく影響を与える仮定は、以下の通りであります。

・ 割引率

・ 継続価値を算定するのに使用した成長率

継続価値の算定に使用した割引率は、税引前の数値であり、関連する各資金生成単位事業の特有のリスクを反映し

ております。割引率は各資金生成単位の類似企業を基に、市場利子率、資金生成単位となる各社の規模等を勘案して

決定しております。

また、各資金生成単位における事業計画が対象としている期間を超える期間のキャッシュ・フローを予測するため

に用いられた成長率は、資金生成単位の属する国、産業の状況を勘案して決定した成長率を用いており、資金生成単

位が活動する産業の長期平均成長率を超えておりません。

３ 感応度分析

当連結会計年度において、減損テストに用いた割引率が1.0％上昇した場合であっても、すべての資金生成単位にお

いて回収可能価額が帳簿価額を上回っているため、減損テストに用いた主要な仮定が合理的に予測可能な範囲で変化

したとしても、減損が発生する可能性は低いと判断しております。
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（借入金）

　借入金の内訳

各連結会計年度における借入金の内訳は、以下の通りであります。なお、長期借入金は償却原価で測定しておりま

す。

(単位：百万円)

利率 返済期限
前連結会計年度

2015年２月28日

借入金(流動)

短期借入金 TIBOR+α(※) ― 2,500

１年以内に返済予定の長期借入金 TIBOR+α(※) １年以内 3,813

小計 6,313

借入金(非流動)

長期借入金 TIBOR+α(※) 2021年４月７日 74,438

合計 80,751
　 　 　 　 　

（※）マージン(α)は1.00％～1.25％ となります。年間の平均利子率は、1.95％であります。

(単位：百万円)

利率 返済期限
当連結会計年度

2016年２月29日

借入金(流動)

短期借入金 TIBOR+α(※) ― 6,500

１年以内に返済予定の長期借入金 TIBOR+α(※) １年以内 2,644

小計 9,144

借入金(非流動)

長期借入金 TIBOR+α(※) 2021年４月７日 71,314

合計 80,458
　 　 　 　 　

（※）マージン(α)は0.65％～0.90％ となります。年間の平均利子率は、1.21％であります。

リボルビング・ファシリティに係る借入金未実行残高等は、以下の通りであります。

(単位：百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度

2015年２月28日 2016年２月29日

融資限度額 6,900 13,000

借入実行残高 2,500 6,500

未実行残高 4,400 6,500
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配当ブリッジローン契約

当社グループは、当社の子会社から当社への配当を実行する際に発生する源泉所得税の納付のため、株式会社み

ずほ銀行と配当ブリッジローン契約を2016年１月25日付で締結しております。

　① 返済期限：2016年８月10日

　② 金利：TIBOR＋1.00％

配当ブリッジローンに係る借入金未実行残高等は、以下の通りであります。

(単位：百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度

2015年２月28日 2016年２月29日

融資限度額 ― 2,700

借入実行残高 ― ―

未実行残高 ― 2,700
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(１株当たり情報)

基本的１株当たり利益の金額は、親会社の所有者に帰属する当期利益を、当期中の基本的加重平均発行済普通株式

数で除して計算しております。

希薄化後１株当たり利益の金額は、親会社の所有者に帰属する当期利益を、当期中の基本的加重平均発行済普通株

式数に、全ての希薄化効果を有する潜在的普通株式が普通株式へ転換された場合に発行されるであろう普通株式の加

重平均値を加えたもので除して計算しております。

基本的１株当たり当期利益及び希薄化後１株当たり当期利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。

前連結会計年度
自 2014年３月１日
至 2015年２月28日

当連結会計年度
自 2015年３月１日
至 2016年２月29日

(単位：百万円)

親会社の所有者に帰属する当期利益 9,875 5,031

基本的１株当たり利益の計算に用いられた親会社の所有者
に帰属する当期利益

9,875 5,031

希薄化効果調整後の親会社の所有者に帰属する当期利益 9,875 5,031

(単位：千株)

基本的加重平均普通株式数 27,437 70,865

希薄化性潜在的普通株式の影響

　ストック・オプションによる増加 ― 238

希薄化効果調整後の加重平均普通株式数 27,437 71,103

(単位：円)

親会社の所有者に帰属する１株当たり当期利益

基本的１株当たり当期利益 359.93 71.00

希薄化後１株当たり当期利益 ― 70.76

（注１）当社は、2015年９月10日付で普通株式７株を１株にする株式併合を実施しております。前連結会計年度の

期首に当該株式併合が行われたと仮定して基本的１株当たり当期利益及び希薄化後１株当たり当期利益を算

定しております。

（注２）当社は、2014年６月に設立され、2014年10月に株式会社ＢＣＪ－７の株式を取得、子会社化し、共通支配

下における組織再編によりあたかも前連結会計年度の期首時点で当該株式を取得したかのように処理してい

るため、上表の前連結会計年度における親会社の所有者に帰属する当期利益には、前連結会計年度の期首か

らの損益を反映しております。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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